
1 
 

  

建設業の時間外労働の上限規制 

に関するＱ＆Ａ 

厚生労働省労働基準局 
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注）本Ｑ＆Ａにおいて、以下の法令等は次のものを指す。 

・労働基準法・・・昭和 22 年法律第 49 号 

・労働基準法施行規則・・・昭和 22年厚生省令第 23 号 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



3 
 

＜目 次＞ 

【１ 建設の事業について】 

番号 質問内容 頁 

１－１ 労働基準法（以下「法」という。）第 139 条により、時間外労働の

上限規制の適用が猶予されている工作物の建設等の事業の範囲はど

のようなものか。 

5 

１－２ 主たる事業内容が施設の警備である事業場であっても、主として

建設現場における交通誘導警備に従事する労働者については、法第

139 条の対象となるのか。 

5 

１－３ 主たる事業内容が建設業である事業場に雇用されるクレーン車の

オペレーターが、移動のため路上を走行する場合、当該労働者の業

務について、法第 140 条の「自動車の運転の業務」の対象となるの

か。 

5 

１－４ 労働時間の考え方について、建設業において特に留意すべきこと

は何か。 

6 

 

【２ 災害時における復旧及び復興の事業、労基法第 33 条第１項について】 

番号 質問内容 頁 

２－１ 法第 139 条第１項の「災害時における復旧及び復興の事業」と法

第 33 条第１項の「災害その他避けることのできない事由によって、

臨時の必要がある場合」との関係はどのようなものか。 

7 

２－２ 法第 139 条第１項の「災害時における復旧及び復興の事業」の範

囲はどのようなものか。 

7 

２－３ 「災害時における復旧及び復興の事業」のみに従事した月につい

て、時間外労働と休日労働の合計で、単月 100 時間未満とする要件

（法第 36 条第６項第２号）、複数月平均 80 時間以内とする要件（法

第 36 条第６項第３号）は、どのように適用されるのか。 

8 

２－４ ある月に①一般の工事と②「災害時における復旧及び復興の事業」

に該当する工事の両方に従事した場合について、時間外労働と休日

労働の合計で、単月 100 時間未満とする要件（法第 36 条第６項第２

号）、複数月平均 80 時間以内の要件（法第 36 条第６項第３号）は、

どのように適用されるのか。 

 8 

２－５ 災害復旧に関連する事業は、法第 33 条第 1 項の許可の対象になる

のか。 

8 
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２－６ 法第 33 条第１項の許可基準に「公益の保護」とあるが、事業の発

注者が国や地方自治体であれば災害復旧以外の通常の事業も対象に

なるのか。 

9 

２－７ 「雪害」については、道路交通の確保等人命又は公益を保護する

ために除雪作業を行う臨時の必要性がある場合には33条１項に該当

するが、その業務に付随する業務は許可の対象となるのか。 

9 

２－８ 除雪作業には、法第 139 条第１項が適用されるのか。また、この

場合に法第33条第１項により労働時間をさらに延長することはでき

るのか。 

9 

 

【３ 時間外労働の上限規制について】 

番号 質問内容 頁 

３－１ 時間外労働の上限規制における時間外労働と休日労働とは別のも

のか。 

11 

３－２ どのような場合に、法律に違反となるのか。 11 

３－３ 同一企業内のＡ事業場からＢ事業場へ転勤した労働者について、

①36 協定により延長できる時間の限度時間（原則として月 45 時間・

年 360 時間。法第 36 条第４項）、②36 協定に特別条項を設ける場合

の１年についての延長時間の上限（720 時間。法第 36 条第５項）、③

時間外労働と休日労働の合計で、単月 100 時間未満、複数月平均 80

時間以内の要件（法第 36 条第６項第２号及び第３号）は、両事業場

における当該労働者の時間外労働時間数を通算して適用するのか。 

11 

３－４ 時間外労働と休日労働の合計で、複数月平均 80 時間以内とする要

件（法第 36 条第６項第３号）は、複数の 36 協定の対象期間をまた

ぐ場合にも適用されるのか。 

また、上限規制の適用前の期間や経過措置の期間も含めて満たす

必要があるのか。 

12 

 

【４ 36 協定について】 

番号 質問内容 頁 

４－１ 工作物の建設の事業を行う事業場の事業に、災害時における復旧

及び復興の事業が含まれている場合には、当該事業場の 36 協定につ

いては、則様式第９号の３の２（特別条項を設ける場合は、則様式

第９号の３の３）で作成する必要があるのか。 

13 
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＜Ｑ＆Ａ＞ 

 

【１ 建設の事業について】 

１－１ （Ｑ）労働基準法（以下「法」という。）第 139 条により、時間外労働の上限

規制の適用が猶予されている工作物の建設等の事業の範囲はどのような

ものか。 

-------------------------------------------------------------------- 

（Ａ）法第 139 条により時間外労働の上限規制の適用が猶予されている工作

物の建設等の事業の範囲は、労働基準法施行規則（以下「則」という。）

第 69 条第１項各号に掲げる事業をいい、具体的には、以下の事業をい

う。 

① 土木、建築その他工作物の建設、改造、保存、修理、変更、破壊、解  

 体又はその準備の事業 

  ② 事業場の所属する企業の主たる事業が上記①に掲げる事業である事

業場における事業 

  ③ 工作物の建設の事業に関連する警備の事業（当該事業において労働

者に交通誘導の業務を行わせる場合に限る。） 

１－２ （Ｑ）主たる事業内容が施設の警備である事業場であっても、主として建設

現場における交通誘導警備に従事する労働者については、法第 139 条の

対象となるのか。 

-------------------------------------------------------------------- 

（Ａ）主たる事業内容が施設の警備である事業場であっても、主として建設

現場における交通誘導警備に従事する労働者については、則第 69 条第１

項第３号の対象となり、法第 139 条が適用される。なお、これまでの「事

業」の考え方が変わるものではなく、当該労働者に限って法第 139 条の

対象となるものである。従って、当該労働者の所属する事業場全体の扱

いが変わるものではなく、当該事業場に雇用される他の労働者は、法第

139 条の対象とならないことに留意すること。 

   そのため、主として「災害時における復旧及び復興の事業」に該当す

る建設現場における交通誘導警備に従事する労働者については、協定は、

則様式第９号の３の２（特別条項を設ける場合は、則様式第９号の３の

３）で届け出る必要がある。 

１－３ （Ｑ）主たる事業内容が建設業である事業場に雇用されるクレーン車のオペ

レーターが、移動のため路上を走行する場合、当該労働者の業務につい

て、法第 140 条の「自動車の運転の業務」の対象となるのか。 

-------------------------------------------------------------------- 

（Ａ）法第 140 条の「自動車の運転の業務」に従事する労働者とは、「自動車
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の運転の業務に主として従事する者」である必要があり、「自動車の運転

の業務に主として従事する者」とは、運転及び運転に附帯する業務が当

該労働者の業務の大半を占める労働者をいう。したがって、自動車の運

転が主たる業務ではない労働者、例えば、クレーン車のオペレーターが、

移動のため路上を走行する場合については､対象とならない（当該労働者

は、則第 69 条第１号の対象となる）。 

１－４ （Ｑ）労働時間の考え方について、建設業において特に留意すべきことは何

か。 

-------------------------------------------------------------------- 

（Ａ）労働基準法における労働時間とは、使用者の指揮命令下にある時間の

ことをいう。使用者の明示又は黙示の指示により労働者が業務に従事す

る時間は労働時間に当たり、例えば、以下のような例が挙げられる。 

① いわゆる「手待時間」 

      使用者の指示があった場合には即時に業務に従事することを求めら

れており、労働から離れることが保障されていない状態で待機等して

いる時間（いわゆる「手待時間」）は、労働時間に当たる。例えば、ク

レーン車のオペレーターが夜間に重機を現場まで移動させ、工事が始

まるまでの間、現場で待機している時間については、オペレーターが

使用者の指揮命令下にあり、自由が確保されていない場合は労働時間

に当たる。 

  ② 移動時間 

     直行直帰や、移動時間については、移動中に業務の指示を受けず、

業務に従事することもなく、移動手段の指示も受けず、自由な利用が

保障されているような場合には、労働時間に当たらない。 

③ 着替え、作業準備等の時間 

使用者の指示により、就業を命じられた業務に必要な準備行為（着 

用を義務付けられた所定の服装への着替え等）や業務終了後の業務に

関連した後始末（清掃等）を事業場内において行う時間は、労働時間に

当たる。 

④ 安全教育などの時間 

    参加することが業務上義務付けられている研修や教育訓練を受講す

る時間は、労働時間に当たる。 
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【２ 災害時における復旧及び復興の事業、労基法第 33 条第１項について】 

２－１ （Ｑ）法第 139 条第１項の「災害時における復旧及び復興の事業」と法第 33

条第１項の「災害その他避けることのできない事由によって、臨時の必

要がある場合」との関係はどのようなものか。 

-------------------------------------------------------------------- 

（Ａ）法第 139 条第１項の「災害時における復旧及び復興の事業」には、発

生が予見困難である地震等の全ての災害時における復旧及び復興の事業

が含まれる。当該事業に従事する時間も見込んだ上で、36 協定を締結す

ることが可能であり、対象の事業については、法第 36 条第６項第２号及

び第３号（労働者の時間外・休日労働について、単月 100 時間未満、複

数月平均 80 時間以内とする規制）が適用されない。 

他方、法第 33 条第１項の「災害その他避けることのできない事由によ

って、臨時的に必要がある場合」については、業務運営上通常予見し得な

い災害等が発生した場合が対象であり、法第 33 条第１項が適用される労

働時間については、法第 36 条及び第 139 条による規制がかからず、時間

外労働の上限規制からは除外される。なお、適切な労働時間管理と割増

賃金の支払いは必要であることに留意が必要である。 

基本的には、「災害時における復旧及び復興の事業」を行う可能性のあ

る事業場については、法第 139 条第１項に基づく 36 協定を締結して、届

出を行う必要があるが、既に締結していた 36 協定で協定された延長時間

を超えて労働させる臨時の必要がある場合や36協定を締結していなかっ

た場合などにおいては、法第 33 条第１項の許可申請等を行うこととな

る。 

２－２ （Ｑ）法第 139 条第１項の「災害時における復旧及び復興の事業」の範囲は

どのようなものか。 

-------------------------------------------------------------------- 

（Ａ）法第 139 条第１項の「災害時における復旧及び復興の事業」とは、災

害により被害を受けた工作物の復旧及び復興を目的として発注を受けた

建設の事業をいい、工事の名称等にかかわらず、特定の災害による被害

を受けた道路や鉄道の復旧、仮設住宅や復興支援道路の建設などの復旧

及び復興の事業が対象となる。 

例えば、 

・公共土木施設災害復旧事業費国庫負担法（昭和 26 年法律第 97 号）の

適用を受ける災害復旧事業（関連事業等を含む。） 

・国や地方自治体と締結した災害協定（事業者団体が締結当事者である

等、 建設事業者が災害協定の締結当事者になっていない場合も含む。以

下同じ。）に基づく災害の復旧の事業 
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・維持管理契約内で発注者（民間発注者も含む。以下同じ。）の指示により

対応する災害の復旧の事業 

のほか 

・複数年にわたって行う復興の事業等 

等についても対象となる。 

２－３ （Ｑ）「災害時における復旧及び復興の事業」のみに従事した月について、時

間外労働と休日労働の合計で、単月 100 時間未満とする要件（法第 36 条

第６項第２号）、複数月平均 80 時間以内とする要件（法第 36 条第６項第

３号）は、どのように適用されるのか。 

-------------------------------------------------------------------- 

（Ａ）「災害時における復旧及び復興の事業」のみに従事した月については、

時間外労働と休日労働の合計で、単月 100 時間未満とする要件（法第 36

条第６項第２号）と複数月平均 80 時間以内とする要件（法第 36 条第６

項第３号）は、適用されない。したがって、当該月については、複数月平

均 80 時間以内とする要件（法第 36 条第６項第３号）の算定期間の６か

月から除外される。 

なお、「災害時における復旧及び復興の事業」であっても、時間外労働

が月 45 時間を超える月は６回まで、時間外労働は年 720 時間以内とする

要件は適用される。 

   そのため、法第 139 条第１項が適用される労働時間については、通常

の労働時間と分けられるよう管理する必要がある。 

２－４ （Ｑ）ある月に①一般の工事と②「災害時における復旧及び復興の事業」に

該当する工事の両方に従事した場合について、時間外労働と休日労働の

合計で、単月 100 時間未満とする要件（法第 36 条第６項第２号）、複数

月平均 80 時間以内の要件（法第 36 条第６項第３号）は、どのように適

用されるのか。 

-------------------------------------------------------------------- 

（Ａ）時間外労働と休日労働の合計で、単月 100 時間未満とする要件（法第

36 条第６項第２号）及び複数月平均 80 時間以内とする要件（法第 36 条

第６項第３号）については、②「災害時における復旧及び復興の事業」

に該当する工事に従事した時間については適用されず、①一般の工事に

従事した時間のみに適用される。 

なお、時間外労働が月 45 時間を超える月は６回まで、時間外労働は年

720 時間以内とする要件は、①及び②の両方の時間について適用される。 

２－５ （Ｑ）災害復旧に関連する事業は、法第 33 条第 1 項の許可の対象になるの

か。 

-------------------------------------------------------------------- 
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（Ａ）業務運営上通常予見し得ない災害が発生し、臨時の必要がある場合、

法第 33 条第１項の対象となる。 

例えば、Ｑ２－２で示した次のような事業において、臨時的な必要があ

る場合が対象になる。 

・公共土木施設災害復旧事業費国庫負担法（昭和 26 年法律第 97 号）の

適用を受ける災害復旧事業（関連事業等を含む。） 

・国や地方自治体と締結した災害協定に基づく災害の復旧の事業 

・維持管理契約内で発注者の指示により対応する災害の復旧の事業 

また、災害により社会生活への重大な影響が予測される状況におい

て、予防的に対応する場合も含まれる。 

２－６ （Ｑ）法第 33 条第１項の許可基準に「公益の保護」とあるが、事業の発注者

が国や地方自治体であれば災害復旧以外の通常の事業も対象になるの

か。 

-------------------------------------------------------------------- 

（Ａ）法第 33 条第１項は、事業の発注者が国や地方自治体であることをもっ

て一律に対象となるものではない。個別具体的な事由の性質が「災害そ

の他避けることのできない事由によって、臨時の必要がある場合」とい

う要件に当たれば対象となる。 

２－７ （Ｑ）「雪害」については、道路交通の確保等人命又は公益を保護するために

除雪作業を行う臨時の必要性がある場合には 33 条１項に該当するが、そ

の業務に付随する業務は許可の対象となるのか。 

-------------------------------------------------------------------- 

（Ａ）労働時間の上限規制の趣旨を踏まえれば、基本的には、36 協定で定め

た時間外労働の限度時間で対応できることが望ましい。 

法第 33 条第１項の許可の対象には、災害その他避けることのできない事

由に直接対応する場合に加えて、その対応に当たり、必要不可欠に付随

する業務を行う場合が含まれる。 

   雪害については、道路交通の確保等人命又は公益を保護するために除

雪作業を行う臨時の必要がある場合が該当する。 

個別の事案にもよるが、除雪作業の「降雪前の見回り業務」、「凍結防止

剤の散布業務」、「除雪機械の誘導・交通整理の業務」、「除雪作業に向けた

準備業務」及び「作業従事者の食事等を準備する業務」等については、除

雪作業に必要不可欠に付随する業務として行う場合には、対象となり得

る。 

２－８ （Ｑ）除雪作業には、法第 139 条第１項が適用されるのか。また、この場合

に法第 33 条第１項により労働時間をさらに延長することはできるのか。 

-------------------------------------------------------------------- 
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（Ａ）建設業を営む事業場において、「災害時における復旧及び復興の事業」

の対象となる除雪作業のため、単月 100 時間以上、複数月平均 80 時間を

超えて時間外・休日労働を行わせる必要がある場合は、法第 139 条第１

項を適用することも可能である。 

また、既に締結していた 36 協定で協定された限度時間を超えて労働さ

せる臨時の必要があり、道路交通の確保等人命又は公益を保護するため

に除雪作業を行う臨時の必要がある場合は法第 33 条第 1 項の対象とな

る。具体的には、例えば、安全で円滑な道路交通の確保ができないことに

より通常の社会生活の停滞を招くおそれがあり、国や地方公共団体等か

らの要請やあらかじめ定められた条件を満たした場合に除雪を行うこと

とした契約等に基づき除雪作業を行う場合や、人命への危険がある場合

に住宅等の除雪を行う場合のほか、降雪により交通等の社会生活への重

大な影響が予測される状況において、予防的に対応する場合も含まれる。 
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【３ 時間外労働の上限規制について】 

３－１ （Ｑ）時間外労働の上限規制における時間外労働と休日労働とは別のものか。 

-------------------------------------------------------------------- 

（Ａ）労働基準法においては、時間外労働と休日労働は別のものとして取り

扱う。 

時間外労働とは、法定労働時間（１週 40 時間・１日８時間）を超えて

労働した時間をいい、休日労働とは、法定休日（１週１日又は４週４日）

に労働した時間をいう。 

法第 36 条第３項及び第４項に規定する 36 協定の限度時間（月 45 時

間・年 360 時間）はあくまで時間外労働の限度時間であり、休日労働の

時間は含まれない。 

一方で、法第 36 条第６項第２号及び第３号に規定する１か月の上限

（月 100 時間未満）及び２～６か月の上限（複数月平均 80 時間以内）に

ついては、時間外労働と休日労働を合計した実際の労働時間に対する上

限となる。 

３－２ （Ｑ）どのような場合に、法律に違反となるのか。 

-------------------------------------------------------------------- 

（Ａ）時間外労働を行わせるためには、36 協定の締結・届出が必要。 

したがって、36 協定を締結せずに、あるいは、締結しても届出せずに

時間外労働をさせた場合や、36 協定で定めた時間を超えて時間外労働を

させた場合には、法第 33 条に該当する場合を除き、法第 32 条違反とな

る（６か月以下の懲役又は 30 万円以下の罰金）。 

また、36 協定で定めた時間数にかかわらず、 

・ 時間外労働と休日労働の合計時間が月 100 時間以上となった場合 

・ 時間外労働と休日労働の合計時間について、２～６か月の平均のい 

ずれかが 80 時間を超えた場合 

には、法第 36 条第６項違反となる（６か月以下の懲役又は 30 万円以下

の罰金）。 

   なお、「災害時における復旧及び復興の事業」においては、上記の上限

は適用されない。 

３－３ （Ｑ）同一企業内のＡ事業場からＢ事業場へ転勤した労働者について、①36

協定により延長できる時間の限度時間（原則として月 45 時間・年 360 時

間。法第 36 条第４項）、②36 協定に特別条項を設ける場合の１年につい

ての延長時間の上限（720 時間。法第 36 条第５項）、③時間外労働と休日

労働の合計で、単月 100 時間未満、複数月平均 80 時間以内の要件（法第

36 条第６項第２号及び第３号）は、両事業場における当該労働者の時間

外労働時間数を通算して適用するのか。 
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-------------------------------------------------------------------- 

（Ａ）時間外労働の上限について、質問の①及び②については、各事業場に

おける 36 協定の内容を規制するものであり、労働者個人の労働時間を規

制するものではない。 

これに対して、質問の③については、労働者個人の実労働時間を規制す

るものであり、特定の労働者が転勤した場合は法第 38 条第１項の規定に

より通算して適用される。 

なお、同一事業場内で配置換えのあった労働者については、①②③につ

いて、通算して適用される。 

３－４ （Ｑ）時間外労働と休日労働の合計で、複数月平均 80 時間以内とする要件 

（法第 36 条第６項第３号）は、複数の 36 協定の対象期間をまたぐ場合に

も適用されるのか。 

また、上限規制の適用前の期間や経過措置の期間も含めて満たす必要

があるのか。 

-------------------------------------------------------------------- 

（Ａ）時間外労働と休日労働の合計で、複数月平均 80 時間以内とする要件

（法第 36 条第６項第３号）については、複数の 36 協定の対象期間をま 

たぐ場合にも適用される。 

ただし、上限規制の適用前の期間や経過措置の期間の労働時間は算定

対象とならない。 
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【４ 36 協定について】 

４－１ （Ｑ）工作物の建設の事業を行う事業場の事業に、災害時における復旧及び

復興の事業が含まれている場合には、当該事業場の 36 協定については、

則様式第９号の３の２（特別条項を設ける場合は、則様式第９号の３の

３）で作成する必要があるのか。 

-------------------------------------------------------------------- 

（Ａ）工作物の建設の事業を行う事業場の事業に、災害時における復旧及び

復興の事業が含まれている場合には、当該事業場の 36 協定は、則様式第

９号の３の２（特別条項を設ける場合は、則様式第９号の３の３）で作

成する必要がある。 

   また、工作物の建設の事業を行う事業場の事業に、災害時における復

旧及び復興の事業が含まれていない場合には、当該事業場の 36 協定は、

則様式第９号（特別条項を設ける場合は、則様式第９号の２）で作成す

る必要がある。 

 

 



1 

 

  

建設業の時間外労働の上限規制 
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（令和６年３月 25日追補分） 

 

厚生労働省労働基準局 
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注）追補版Ｑ＆Ａにおいても、法令等及び略語は、建設業の時間外労働の上限

規制に関するＱ＆Ａ（令和５年７月６日公表）（以下「本体ＱＡ」という。）

に掲載しているものを引き続き指すこととする。 

 

＜目 次＞ 

番号 質問内容 頁 

追１ 会社に集合して作業員が社用車に乗り合いで工事現場に向かう又

は工事現場から会社に戻る場合、現場まで又は会社までの移動時間

は労働時間に当たるのか。 

５ 

追２ 降雪の見込みが高く、自治体等から除雪作業を要請される可能性

があることから、除雪作業の要請があれば当該作業に当たることに

なる労働者に自宅待機を命じた。当該労働者が自宅待機をしている

時間は労働時間に該当するか。 

５ 

追３ 台風が近づいているような災害の発生が予想される場合であっ

て、自治体等から災害協定等に基づく要請を受けて、当該災害への対

応が直ちにできるよう労働者を自宅待機させる場合には、法第 33条

第１項の対象となるのか。 

６ 

追４  隣県で地震があったことから、被災地の自治体からの要請で、被

災地域における災害復旧工事の現場において、重機作業を行うこと

になった。 

重機（クレーンなど）のオペレーター（法第 140 条第１項の自動

車運転の業務に非該当）が重機を工事現場まで移動させるため、重

機で公道を走行していたところ、現場が遠方であることに加え、途

中地震に伴う渋滞にも巻き込まれたことから、現場に到着するまで

に、１時間の休憩を含めて 11時間を要した。 

この移動時間について、時間外労働となった時間につき、法第 33

条第１項を適用できるか。 

６ 

追５ 道路上に通行の妨げとなる倒木や動物の死骸があった場合、こう

したものを撤去する作業を、維持管理契約内での発注者の指示や都

道府県等との災害協定に基づき実施する場合、法第 139 条第１項を

適用できるか。 

また、法第 33条第１項はどうか。 

７ 

追６ 例えば、豚熱、高病原性鳥インフルエンザ等の家畜伝染病発生時

に、家畜伝染病予防法（昭和 26年法律第 166号）に基づき家畜伝染

病まん延防止のために実施する防疫措置（殺処分、焼却、埋却、消毒、

７ 
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消毒ポイントの設置等）や、当該防疫措置に付随する業務を行う場

合、法第 139条第１項を適用できるか。 

また、法第 33条第１項はどうか。 

追７ 除雪作業に付随して凍結防止剤や融雪剤の散布を行う場合、法第

139 条第１項を適用できるか。冷え込みによる路面凍結が見込まれ

るときに、凍結防止剤を散布する場合であればどうか。 

また、これらの場合、法第 33条第１項はどうか。 

８ 

追８ 経年劣化した道路などの補修工事には、災害を予防するための工

事という性質もあると考えられるところ、こうした工事をはじめと

した、災害予防のための工事について、法第 139 条第１項を適用で

きるか。 

また、法第 33条第１項はどうか。 

８ 

追９ ある月に、法第 33条第１項に該当する災害復旧工事のために、同

項に基づき 40時間の時間外・休日労働を行った労働者が、同じ月に

同じ使用者のもとで、災害時における復旧及び復興の事業に該当し

ない別件の工事で 60時間の時間外・休日労働を実施した場合、当該

労働者は合計 100 時間の時間外・休日労働を行ったことになるが、

時間外労働の上限規制はどのように取り扱うのか。 

また、このとき、当該労働者に対する労働安全衛生法（昭和 47年

法律第 57 号）第 66 条の８第１項に基づく医師による面接指導はど

のように取り扱うのか。 

９ 

追 10 法第 33条第１項と、法第 139条第１項は、具体的にどのような違

いがあるのか。 

10 

追 11 則様式第９号の２による 36 協定（月 45 時間超の時間外・休日労

働が見込まれ、災害時の復旧・復興の対応が見込まれない場合）の締

結・届出を行っており、則様式第９号の３の２による 36協定（月 45

時間超の時間外・休日労働が見込まれず、災害時の復旧・復興の対応

が見込まれる場合）又は第９号の３の３による 36 協定（月 45 時間

超の時間外・休日労働が見込まれ、災害時の復旧・復興の対応が見込

まれる場合）の作成を行っていないが、災害時における復旧及び復

興の事業に該当する事業に従事した場合、時間外労働の上限規制は

どのように考えればよいのか。 

11 

追 12 病院など生活に必要な施設の駐車場について除雪作業を行う場

合、法第 139条第１項の対象にはなると思うが、法第 33条第１項は

適用できるか。 

11 

追 13 法第 33条第１項と、法第 139条第１項は、災害発生からの復旧・

復興の事業の各段階において、具体的にはどういった使い分けにな

11 
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るのか。 

追 14 本店、支店、各工事事務所でそれぞれ別々の日を起算日として締

結している 36協定を、全社的に統一して管理することはできるか。 

12 

 

注）追１～追 11 ⇒ 令和５年 12月 25日公開 

  追 12～追 14 ⇒ 令和６年３月 25日公開 
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＜Ｑ＆Ａ＞ 

追 1 

 

（Ｑ）会社に集合して作業員が社用車に乗り合いで工事現場に向かう又は工

事現場から会社に戻る場合、現場まで又は会社までの移動時間は労働時

間に当たるのか。 

------------------------------------------------------------------- 

（Ａ）本体ＱＡ１－４のとおり、法（労働基準法）における労働時間とは、

使用者の指揮命令下にある時間のことであり、移動時間については、「移

動中に業務の指示を受けず、業務に従事することもなく、移動手段の指

示も受けず、自由な利用が保障されているような場合には、労働時間に

当たらない。」と解されている。 

 労働時間に該当するか否かの判断は個別具体的に行う必要があるが、

一般的には、 

・ 移動手段として、社用車に乗り合いで現場に向かうこと等が指示され

ている場合や、 

・ 現場に移動する前に会社に集合して資材の積み込みを行うことや、現

場から会社に戻った後に道具清掃、資材整理を行うことが指示されて

いる場合、 

・ 移動の車中に使用者や上司も同乗し、打合せが行われている場合 

においては、当該移動時間は労働時間に該当するものと解される。 

一方、工事現場に直行する又は工事現場から直帰することが自由であ

る中で、労働者間で任意に移動手段の一つとして、集合時刻や運転者を

決めて社用車に乗り合って移動することとしていたなどの場合において

は、当該移動時間は労働時間に該当しないものと解される。 

追２ （Ｑ）降雪の見込みが高く、自治体等から除雪作業を要請される可能性があ

ることから、実際に除雪作業の要請があれば当該作業に当たることにな

る労働者に自宅待機を命じた。当該労働者が自宅待機をしている時間は

労働時間に該当するか。 

------------------------------------------------------------------- 

（Ａ）本体ＱＡ１－４のとおり、法における労働時間とは、使用者の指揮命

令下にある時間のことであり、待機時間については、「使用者の指示があ

った場合には即時に業務に従事することを求められており、労働から離

れることが保障されていない状態で待機等している時間（いわゆる「手

待時間」）は、労働時間に当たる。」と解されている。 

 労働時間に該当するか否かの判断は、個別具体的に行う必要があるが、

一般的には、 

・ 使用者が急な需要に対応するために事業場において待機を命じ、当該
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時間の自由利用が労働者に保障されていないと認められる場合には労

働時間に該当し、 

・ 緊急対応の頻度が少なく、自宅待機中に食事や入浴などの日常的な活

動や、外出をすることが特段規制されていないなど、実質的に使用者

の指揮命令下にあるとまではいえない場合には、労働時間に該当しな

い 

ものと解される。 

追３ （Ｑ）台風が近づいているような災害の発生が予想される場合であって、自

治体等から災害協定等に基づく要請を受けて、当該災害への対応が直ち

にできるよう労働者を自宅待機させる場合には、法第 33条第１項の対象

となるのか。 

------------------------------------------------------------------- 

（Ａ）自宅待機が労働時間に該当するか否かの判断は個別具体的に行う必要

があるが、労働者が権利として労働から離れることを保障されておらず、

拘束を伴うものである場合には、当該待機時間は使用者の指揮命令下にあ

るものとして、労働時間に該当する。 

法第 33 条第１項については、「災害その他避けることのできない事由に

よって、臨時の必要がある場合においては、（中略）その必要の限度におい

て（中略）労働させることができる」とされており、「避けることのできな

い事由」については、災害発生が客観的に予見される場合も含まれる。 

その上で、例えば、国や地方自治体と締結した災害協定等に基づき、差

し迫った災害に備えた自宅待機が要請されているなど、自宅待機が社会通

念上、災害への対応に必要不可欠なものであると判断される場合は、法第

33条第１項の対象としうる。 

追４ （Ｑ）隣県で地震があったことから、被災地の自治体からの要請で、被災地

域における災害復旧工事の現場において、重機作業を行うことになった。  

重機（クレーンなど）のオペレーター（法第 140 条第１項の自動車運

転の業務に非該当）が重機を工事現場まで移動させるため、重機で公道

を走行していたところ、現場が遠方であることに加え、途中、地震に伴う

渋滞にも巻き込まれたことから、現場に到着するまでに、１時間の休憩

を含めて 11時間を要した。 

この移動時間について、時間外労働となった時間につき、法第 33 条第

１項を適用できるか。 

------------------------------------------------------------------- 

（Ａ）重機のオペレーターが現場に重機を移動させるために、重機で公道を

走行する場合も、当該移動に要する時間は使用者の指示によって行うも

のであるため労働時間に該当する。 
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災害その他避けることのできない事由によって発生した対応として、

既に締結していた 36 協定で協定された限度時間を超えて労働させるな

どの臨時の必要があり、人命や公益の確保のために自治体等からの工事

への協力要請に応じる場合には、法第 33条第１項の許可基準を満たすこ

とから、被災地の工事現場に向かうまでの労働時間に該当する移動時間

についても、当該工事に必要不可欠に付随する業務として、その必要の

限度において法第 33条第１項の対象となる。 

追５ （Ｑ）道路上に通行の妨げとなる倒木や動物の死骸があった場合、こうした

ものを撤去する作業を、維持管理契約内での発注者の指示や都道府県等

との災害協定に基づき実施する場合、法第 139条第１項を適用できるか。 

また、法第 33条第１項はどうか。 

------------------------------------------------------------------- 

（Ａ）本体ＱＡ２－２を踏まえると、維持管理契約内での発注者の指示や、

都道府県等との災害協定による要請に基づき、倒木や動物の死骸の撤去

を災害の復旧として対応する場合等には、法第 139条第１項の対象とな

る。 

 また、当該撤去作業が、災害その他避けることのできない事由によっ

て発生した対応として、既に締結された 36 協定で協定された限度時間

を超えて労働させるなどの臨時の必要があり、道路交通の確保等人命又

は公益を保護するための必要がある場合には、法第 33 条第１項の許可

基準を満たすことから、その必要の限度において法第 33 条第１項の対

象となる。 

追６ （Ｑ）例えば、豚熱、高病原性鳥インフルエンザ等の家畜伝染病発生時に、

家畜伝染病予防法（昭和 26年法律第 166号）に基づき家畜伝染病まん延

防止のために実施する防疫措置（殺処分、焼却、埋却、消毒、消毒ポイ

ントの設置等）や、当該防疫措置に付随する業務を行う場合、法第 139

条第１項を適用できるか。 

また、法第 33条第１項はどうか。 

------------------------------------------------------------------- 

（Ａ）都道府県等との防疫協定や災害協定による要請、その他契約内での発

注者の指示に基づき、防疫措置を災害の復旧として対応する場合等には、

法第 139 条第１項の対象となる。併せて、当該防疫措置に必要不可欠に

付随する業務として行われる防疫資機材の搬入、発生農場における仮設

テントの設営等の業務についても、同様に法第 139 条第１項の対象とな

る。 

 また、当該防疫措置及びこれに必要不可欠に付随する業務が、災害そ

の他避けることのできない事由によって発生した対応として、既に締結
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された 36 協定で協定された限度時間を超えて労働させるなどの臨時の

必要があり、人命又は公益を保護するための必要がある場合には、法第

33条第１項の許可基準を満たすことから、その必要の限度において法第

33条第１項の対象となる。 

追７ （Ｑ）除雪作業に付随して凍結防止剤や融雪剤の散布を行う場合、法第 139

条第１項を適用できるか。冷え込みによる路面凍結が見込まれるときに、

凍結防止剤を散布する場合であればどうか。 

 また、これらの場合、法第 33条第１項はどうか。 

------------------------------------------------------------------- 

（Ａ）本体ＱＡ２－８のとおり、除雪作業は、都道府県等との災害協定や維

持管理契約に基づき、災害の復旧として対応する場合等には、法第 139

条第１項を適用することも可能である。そのため、当該除雪作業に必要

不可欠に付随する業務として行われる凍結防止剤や融雪剤の散布の業務

についても、法第 139条第１項の対象となる。 

 冷え込みによる路面凍結を防止するために凍結防止剤を散布する場

合も、そのまま放置すれば直ちに災害が発生するとして、災害協定や維

持管理契約等に基づき、差し迫った災害への対応を行う場合であれば、

こうした対応についても法第 139条第１項の対象となる。 

また、これらの作業が、災害その他避けることのできない事由によっ

て発生した対応として、既に締結された 36協定で協定された限度時間を

超えて労働させるなどの臨時の必要があり、道路交通の確保等人命又は

公益を保護するための必要がある場合には、法第 33条第１項の許可基準

を満たすことから、その必要の限度において法第 33条第１項の対象とな

る。 

追８ （Ｑ）経年劣化した道路などの補修工事には、災害を予防するための工事と

いう性質もあると考えられるところ、こうした工事をはじめとした、災

害予防のための工事について、法第 139条第１項を適用できるか。 

また、法第 33条第１項はどうか。 

------------------------------------------------------------------- 

（Ａ）本体ＱＡ２－２のとおり、法第 139条第１項の「災害時における復旧

及び復興の事業」とは、災害により被害を受けた工作物の復旧及び復興

を目的として発注を受けた建設の事業をいい、工事の名称等にかかわら

ず、特定の災害による被害を受けた道路や鉄道の復旧、仮設住宅や復興

支援道路の建設などの復旧及び復興の事業が対象となる。そのため、経

年劣化した道路などの補修も含めて、将来発生しうる災害を予防するた

めに行う工事は、法第 139条第１項の対象とはならない。 

  また、将来発生しうる災害の予防のための工事は、法第 33 条第１項
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の対象とはならない。 

ただし、災害予防のための工事が、そのまま放置すれば直ちに災害が

発生する状況下や、災害により社会生活への重大な影響が予測される状

況下で臨時的に行われるなど、既に締結された 36協定で協定された限度

時間を超えて労働させるなどの臨時の必要があり、人命または公益を保

護するための差し迫った必要がある場合には、法第 33条第１項の許可基

準を満たすことから、その必要の限度において法第 33条第１項の対象と

なる。 

追９ （Ｑ）ある月に、法第 33条第１項に該当する災害復旧工事のために、同項に

基づき 40時間の時間外・休日労働を行った労働者が、同じ月に同じ使用

者のもとで、災害時における復旧及び復興の事業に該当しない別件の工

事で 60時間の時間外・休日労働を実施した場合、当該労働者は合計 100

時間の時間外・休日労働を行ったことになるが、時間外労働の上限規制

はどのように取り扱うのか。 

また、このとき、当該労働者に対する労働安全衛生法（昭和 47年法律

第 57 号）第 66 条の８第１項に基づく医師による面接指導はどのように

取り扱うのか。 

------------------------------------------------------------------- 

（Ａ）本体ＱＡ２－１、３－２のとおり、法第 33条第１項が適用される労働

時間については、法第 36条及び第 139条による規制がかからず、時間外

労働の上限規制からは除外される。 

一方、労働安全衛生法第 66条の８第１項に基づく医師による面接指導

は、１週間当たり 40時間を超えて労働させた場合におけるその超えた時

間が、１か月について 80時間を超えた者で疲労の蓄積が認められる者の

うち、申出があった者に対して実施するものであり、法第 33条第１項に

よって労働した時間もこれに含まれる。 

そのため、本事例においては、１か月間において 80時間超の時間外・

休日労働を実施していることから、当該労働者から申出があった場合に

は、当該面接指導を実施する必要がある。 
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追 10 （Ｑ）法第 33条第１項と、法第 139条第１項は、具体的にどのような違いが

あるのか。 

------------------------------------------------------------------- 

（Ａ）法第 33条第１項と、法第 139条第１項は、いずれも時間外労働の上限

規制の例外に関する規定であるが、適用に当たっての要件や、時間外労

働の上限規制の取扱いなどに次のような違いがある。 

なお、いずれの場合においても、時間外・休日労働に対する割増賃金の

支払いや、時間外・休日労働が 80時間を超える等した場合の労働安全衛

生法第 66 条の８第１項に基づく医師による面接指導の実施は必要であ

る。 
 

 法第 33条第１項 法第 139条第１項 

対象 災害その他避けることので

きない事由によって、臨時

の必要がある場合 

（建設の事業に限らない） 

災害時における復旧及び復

興の事業 

（建設の事業に限る） 

手続 事前の許可又は事後の届出 36協定の締結・届出 

効果 36 協定で定める延長時間

とは別に、時間外・休日労

働を行わせることができる 

36 協定で定める範囲内で時

間外・休日労働を行わせる

ことができる 

（災害時における復旧及び

復興の事業に限り、１か月

100 時間以上の特別延長時

間を定めることができる） 

上 限 規 制

の取扱い 

いずれも適用されない 以下は適用されない 

時間外・休日労働の合計を 

・ １か月 100時間未満とす

る上限 

・ 複数月平均 80 時間以内

とする上限 

 

以下は適用される 

・ 時間外労働を年 720 時

間以内とする上限 

・ 時間外労働が１か月 45

時間を超える回数が年

６回までとする上限 
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追 11 （Ｑ）則様式第９号の２による 36協定（月 45時間超の時間外・休日労働が

見込まれ、災害時の復旧・復興の対応が見込まれない場合）の締結・届

出を行っており、則様式第９号の３の２による 36 協定（月 45 時間超の

時間外・休日労働が見込まれず、災害時の復旧・復興の対応が見込まれ

る場合）又は第９号の３の３による 36 協定（月 45 時間超の時間外・休

日労働が見込まれ、災害時の復旧・復興の対応が見込まれる場合）の作

成を行っていないが、災害時における復旧及び復興の事業に該当する事

業に従事した場合、時間外労働の上限規制はどのように考えればよいの

か。 

------------------------------------------------------------------- 

（Ａ）法第 139条第１項の「災害時における復旧及び復興の事業」に関する

規定を適用するためには、則様式第９号の３の２又は第９号の３の３に

よる 36協定の締結・届出を行っている必要があり、則様式第９号の２に

よる 36 協定の締結・届出のみを行っていてこれらの 36 協定を締結して

いない場合には、法第 139 条第１項の「災害時における復旧及び復興の

事業」に関する規定を適用することはできない。 

 このことを踏まえて、それぞれの事業場における業務の実情に見合っ

た則様式を用いて、36協定の締結・届出を行う必要がある。 

追 12 

 

（Ｑ）病院など生活に必要な施設の駐車場について除雪作業を行う場合、法

第 139条第１項の対象にはなると思うが、法第 33条第１項は適用できる

か。 

------------------------------------------------------------------- 

（Ａ）本体ＱＡ２－８のとおり、都道府県等との災害協定や維持管理契約に

基づき、災害の復旧として対応する場合等には、道路の除雪だけではな

く、病院などの駐車場の除雪についても法第 139 条第１項を適用するこ

とが可能である。 

また、放置すれば人命への危険が発生するおそれがあるとして、例え

ば緊急車両などが出入りできるよう病院などの医療機関や介護施設の駐

車場の除雪を行う場合は、既に締結された 36協定で協定された限度時間

を超えて労働させるなどの臨時の必要があり、人命または公益を保護す

るための必要があれば、法第 33条第１項の許可基準を満たすことから、

その必要の限度において法第 33条第１項の対象となる。 

追 13 （Ｑ）法第 33条第１項と、法第 139条第１項は、災害発生からの復旧・復興

の事業の各段階において、具体的にはどういった使い分けになるのか。 

------------------------------------------------------------------- 

（Ａ）災害の復旧・復興に関する工事については、事業の段階を問わず、法

第 139条第１項の対象とすることができる。 
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法第 139 条第１項の「災害時における復旧及び復興の事業」に関する

規定を適用するに当たっては、則様式第９号の３の２又は第９号の３の

３による 36協定の締結・届出を行っている必要があり、そのためには、

こうした取扱いを踏まえて、それぞれの事業場における業務の実情に見

合った則様式を用いて、36協定の締結・届出を行う必要がある。 

 一方、法第 33条第１項については、災害その他避けることのできない

事由によって、臨時の必要があると認められる場合において対象となる

ことから、災害の復旧・復興工事の段階によって適用可否が異なると考

えられる。 

災害復旧工事のうち、例えば、自治体等からの要請によって緊急的に

機能回復を図るために実施される、瓦礫撤去や、応急的な補強、破損した

施設の代替施設や仮設住宅の設置（工事に先立って行われる測量調査や

設計も含む）などの工事については、一般に人命や公益の確保の観点か

ら急務であるといえることから、これによって既に締結された 36協定で

協定された限度時間を超えて労働させるなどの臨時の必要がある場合に

は、法第 33条第１項の許可基準を満たすことから、その必要の限度にお

いて法第 33条第１項の対象となる。 

一方で、緊急的な機能回復がある程度完了した段階において発注され

る被災した施設を原形に復旧する工事や復旧の一環として再度の災害を

防止する工事などであって、人命や公益の確保の観点から急務でないも

のは、法第 33条第１項の対象とはならない。また、復興事業段階におけ

る工事は、通常は臨時の必要性が認められるものとは考えられないこと

から、法第 33条第１項の対象とはならない。 

追 14 （Ｑ）本店、支店、各工事事務所でそれぞれ別々の日を起算日として締結し

ている 36協定を、全社的に統一して管理することはできるか。 

------------------------------------------------------------------- 

（Ａ）時間外労働の上限規制の実効性を確保する観点から、１年についての

限度時間及び特別条項を適用する月数については、厳格に適用すべきで

あることから、原則として 36協定の起算日を変更することは認められな

いが、対象期間を全社的に統一するなど、やむを得ない場合には、労働者

の過半数で組織する労働組合又はそうした労働組合がない場合には各事

業場における労働者の過半数を代表する者の同意を得た上で、それぞれ

の 36 協定の対象期間の途中であっても、起算日を変更し、再度 36 協定

を届け出ることができる。 

 ただし、やむを得ず起算日を変更した場合であっても、再締結後の 36

協定を遵守することが求められることに加え、変更前の 36協定の対象期

間における１年の延長時間及び特別条項を適用する月数も引き続き遵守
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する必要がある。 

 


